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旧
合
併
特
例
事
業
債
の

活
用
状
況
と
地
方
債
の
残
高

平
成
27
年
度
の
地
方
債
の
借
入
は
、

45
億
２
１
０
０
万
円
で
、
こ
の
う
ち

23
億
４
０
０
万
円
が
新
市
建
設
計
画
に

掲
載
さ
れ
た
事
業
に
活
用
で
き
、
市
の

負
担
を
軽
減
す
る
有
利
な
地
方
債
で
あ

る
旧
合
併
特
例
事
業
債
で
す
。
平
成
27

年
度
の
活
用
事
業
は
、
表
3
の
と
お
り

で
す
。

各
会
計
の
地
方
債
の
残
高
は
、
グ
ラ

フ
3
の
と
お
り
で
す
。
一
般
会
計
は
、

庁
舎
建
設
等
の
事
業
完
了
に
よ
り
、
借

入
は
前
年
度
を
下
回
る
結
果
と
な
り
ま

し
た
。
下
水
道
事
業
会
計
は
、
償
還
が

進
み
、
徐
々
に
減
っ
て
い
ま
す
。

市
の
財
政
状
況
を
計
る

「
健
全
化
判
断
比
率
」

　

自
治
体
の
財
政
状
況
の
健
全
性
を
計

る
指
標
と
し
て
「
健
全
化
判
断
比
率
」

が
あ
り
ま
す
。
こ
の
比
率
に
は
、
図
1

に
示
し
た
4
つ
の
指
標
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
う
ち
収
支
が
赤
字
と
な
っ
た
と
き

に
算
出
さ
れ
る
「
実
質
赤
字
比
率
」「
連

結
実
質
赤
字
比
率
」
は
、
黒
字
決
算
と

な
っ
て
お
り
、
こ
の
指
標
を
算
定
し
始

め
て
か
ら
赤
字
と
な
っ
た
こ
と
は
あ
り

ま
せ
ん
。

ま
た
、
借
入
金
の
返
済
等
の
割
合
を

示
す
「
実
質
公
債
費
比
率
」「
将
来
負

担
比
率
」
は
、
国
が
定
め
る
財
政
再
建

策
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
水

準
（
早
期
健
全
化
基
準
：
実
質
公
債

費
比
率
25
・
０
％
、
将
来
負
担
比
率

３
５
０
・
０
％
）
を
大
幅
に
下
回
る
比

率
を
維
持
し
て
い
ま
す
（
図
１
、
グ
ラ

フ
4
）。

　

財
政
状
況
に
各
指
標
等
か
ら
見
て

も
、
現
時
点
で
財
政
運
営
上
の
課
題
等

は
表
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　

今
後
も
必
要
な
事
業
を
実
施
し
な
が

ら
健
全
な
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
き
ま

す
。

特
別
会
計
等
の
決
算
状
況

 

一
般
会
計
お
よ
び
特
別
会
計
の
決
算

状
況
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。（
表
１
）

公
営
企
業
会
計

水
道
事
業
会
計

　

水
道
水
の
供
給
に
伴
う
料
金
収
入
や

必
要
な
経
費
等
を
示
し
た
収
益
的
収
支

（
税
抜
）
の
収
入
は
22
億
２
８
０
８
万

円
、
支
出
が
19
億
７
０
３
６
万
円
、
損

益
は
当
期
純
利
益
が
2
億
５
７
７
２
万

円
と
な
り
、
前
年
度
純
利
益
（
3
億
１

０
９
２
万
円
）
と
比
べ
５
３
２
０
万
円

の
減
益
に
な
り
ま
し
た
。（
表
2
、
グ

ラ
フ
1
）
減
益
の
原
因
は
、
経
費
と
な

る
固
定
資
産
減
価
償
却
費
や
、
三
郷
黒

沢
浄
水
場
施
設
の
取
り
壊
し
に
よ
る
固

定
資
産
除
却
費
の
支
出
が
増
加
し
た
こ

と
等
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

水
道
施
設
を
建
設
・
更
新
す
る
た
め

の
支
出
と
そ
の
財
源
と
な
る
収
入
等
を

示
し
た
資
本
的
収
支
（
税
込
）
は
、
10

億
９
７
９
万
円
の
不
足
と
な
り
ま
し
た

が
、
こ
れ
ま
で
生
じ
た
利
益
を
積
み
立

て
た
建
設
改
良
積
立
金
等
で
補
て
ん

し
、
財
源
不
足
は
生
じ
て
い
ま
せ
ん
。

（
表
2
、
グ
ラ
フ
2
）

　

主
な
実
施
事
業
は
、
真
々
部
配
水
場

に
お
け
る
地
震
に
よ
る
取
水
の
濁
り
を

除
去
す
る
ろ
過
装
置
の
設
置
事
業
や
、

漏
水
調
査
お
よ
び
配
水
管
布
設
替
事
業

で
す
。

　

水
道
事
業
会
計
の
決
算
の
詳
細
は
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

会計名 最終予
算　額

決算時の
予算現額 決算額 予算現額に

対する増減

一般会計 41,323 42,179 歳入 42,075 -104 
歳出 41,286 893 

特
別
会
計

同 和 地 区 住 宅 新 築 資 金 等
貸 付 事 業 特 別 会 計

1 1 歳入 1 0 
歳出 1 0 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 12,462 12,462 歳入 12,521 59 
歳出 12,126 336 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 996 996 歳入 998 2 
歳出 982 14 

介 護 保 険 特 別 会 計 8,471 8,471 歳入 8,475 4 
歳出 8,435 36 

下 水 道 事 業 特 別 会 計 4,546 4,559 歳入 4,560 1 
歳出 4,246 313 

農業集落排水事業特別会計 199 199 歳入 199 0 
歳出 188 11 

上川手山林財産区特別会計 4 4 歳入 4 0 
歳出 3 1 

北の沢山林財産区特別会計 1 1 歳入 1 0 
歳出 0 1 

有 明 山 林 財 産 区 特 別 会 計 1 1 歳入 1 0 
歳出 1 0 

富士尾沢山林財産区特別会計 2 2 歳入 2 0 
歳出 1 1 

穂 高 山 林 財 産 区 特 別 会 計 1 1 歳入 1 0 
歳出 1 0 

産業団地造成事業特別会計 1 1 歳入 1 0 
歳出 0 1 

観 光 宿 泊 施 設 特 別 会 計 37 37 歳入 37 0 
歳出 37 0 

合計 68,047 68,914 歳入 68,876 -38 
歳出 67,307 1,607 

●一般会計および特別会計（表 1）

●平成 27 年度収支的収支（税抜）（グラフ 1）

●平成 27 年度資本的収支（税込）（グラフ 2）

●公営企業会計（表 2）

●旧合併特例事業債の活用状況（表３）

●地方債の残高（グラフ３）●財政の健全化判断比率（図 1）

●健全化判断比率の推移（グラフ 4）

収　入 支　出 差引額

水　　道
事業会計

収益的収入および支出 2,228 1,970 258
資本的収入および支出 173 1,183 － 1,010

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

臨時財政対策債 1600.0 
合併特例債　計 2,303.5 
庁舎建設事業（穂高支所） 250.8 
庁舎建設事業（三郷支所） 494.1 
庁舎建設事業（堀金支所） 353.9 
三郷北部保育園 15.9 
温浴施設（しゃくなげの湯） 168.4 
市道新設改良 181.9 
防災行政無線 50.2 
豊科公民館 694.9 
三郷交流学習センター 2.7 
水道事業出資金 90.7 

一般会計 下水道事業会計 農業集落排水事業会計
水道事業会計 全会計合計
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臨時財政対策債

◎特集　平成 27 年度決算

①実質赤字比率
普通会計（一般、同和住宅
新築）の赤字の割合

②連結実質赤字比率
一般会計、特別会計、企業会
計の全ての会計の赤字割合

③実質公債費比率
年間の借入金返済額の割合

④将来負担比率
将来負担が見込まれる
負債の割合

安曇野市は
黒字のため
数値なし

安曇野市は
黒字のため
数値なし

安曇野市
10.5%
（前年比10.7％）

安曇野市
22.5%
（前年比20.0％）

健全段階 早期健全化段階 再生段階

早期健全化基準（※1） 財政再生基準（※2） 財
政
悪
化

健
全
財
政

（※１）　早期健全化基準を１項目でも上回った場合は、改善に係る個別の事
項について、外部監査を受けなければなりません。

（※２）　財政再生基準を１項目でも上回った場合は、議会の議決を経て財政
再生計画を定め、総務大臣の同意を得なければ、一部を除き地方債を借りる
ことができなくなるなど、国の管理下のもと財政の健全化が厳しく求められ
ることになります。
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※予算・決算額については単位末端四捨五入しています。


